
を容易ならしめたものである。第 2 集は 臣I II抜本に関するものを

集録する予定であったが， その資料は戦災のため紛失し . j止に

i品るに~らなかった。(小林倉雄)

こうつうじゅよう 交通需要 人， 物および通俗の場所的移

ífi)j . すなわち交通線以lの輸送給付に対する 1)ri擦をいい， 交i滋鰐

裂の主体となる者 ， すなわち旅客， 荷主， 通信委託者等を交通

需要者という 。

交通お裂のilt~ì ， 交通話量闘の種類ならびに輸送力の大小， 巡

n. 提供するサービスの良否にもとづくほか， 他律的には地域

人口のI\Y/滅， 生産貿易の消長， 消費の傾向， 五1m負担力等によ

って員長線される。

交通~J~:~の傾向を過去の笑絞につし、てみれば， だいたいにお

いて公気佐助とその淡ífi)jを同じくしているが， その時jtIJには多

少のずれがある。すなわち来気の下降JtJJにおける交通';J;i裂，と

くに ifö ，\-t，輸送の後退は ， 物 ú聞の{広務に遮れ， 生産の減少に先行

するのが:iill例である。 また消I/'H材|某|係の輸送は， 一般に生産財

にくらべてl時則的にも退く不況の彬轡を受け， かつ変動の闘も

小さく，不況の度合がはなはどしく i栄1<'Jでないかぎりこれによ

り大き く彬轡されない。旅客の変動は慨して消政財閥係のそれ

と類似しているが，そのうち定期答への影響が早く起き，それ

は一般的な生産の低下の時期と相前後して現われ， 定以外旅客

はこれによりい くらか遅れて後退に転ずる。なお以上の傾向は

張気回復JtiJにも右問機のコ ー スで上刻が開始されるのが通例で

ある。

年IHIの月 }j lj ilJ( ífVJ >j， . 特別の原因がある場合のほかは， 毎年だ

いたい同線のMîI均をたどっている。 すなわち貨物輸送において

は， 年末および 3 月を最盛期とし 7 . 8 のいわゆる夏枯j切にもっ

とも少なし Jft(答輸送においては 8 月と 4 月の学校休暇JUJにも

っ とも多く 6 月 と 2 月にもっとも少ないのが:iill例となってい

る 。

交通話裂には，現に交通機関の輸送給付の対象とされるもの

と，将来その対象となりうべきものがあり，その両者を合わせ

たものに対する需袈突絞の比率を，交通需要率または交通利用

率と呼んでいる。将来交遜需要の対象となりうべきものは， 藩

在的交通需要と呼ばれるものであって， 交通話量以1の内部的， 外

部iがlill!件の充足によりその開発が可能とされる。

交通知袈開発の方法としては (1) 交通サー ピスの内容およ

び主I!民料金の故者 (2) 団体募集， 特別笛U i] 1その他広告 ・ 笠伝

等による旅客貨物の誘致 (3) 沿線における土地IJfm . 工場，

住宅等交通\~r IDJ Vfil 初、の培養 (4) ホテ ノレ ， 百貨店等交通需要開

発に以I ill! -f る l]i 業の兼営等が行われる。

参考文献 カ ー ル ・ ピ ラ ート 幸子 交通経済の原理!。 巡輸訊i査

局編不況と輸送。(本山突)

こ う つ う せ いさく 交通政策 (英) transport pol icy (独)

Veri<ehrspolitik (仏) sur commu nieat ion 交通が金的にも

質的にも発達をとげ， その後能を最もよく発慌し得るようにす

るため， 国家および地方公共団体がとる施策である。交通君子体

の場所的移動は交通後関によって行われるものであるから， 交

通政策は結局， 交通話器闘に対して加えられるものとなる。交通

政飯の観l図としては， 交通機関の (1) 社会公共性ならびに

(2) 国家公共性をあげることができる。前者は一般公衆に と っ

て 日常必需的な， 主と して定期的サー ビスを提供する1!h占性の

強い鉄巡 ・ 自動車などの述翰綴関ならびに通信踏襲関一般につい

て強く現われ， 後者は商業政策，貿易政策， 国防などに と くに関

巡の淡い海巡および航空輸送酸闘に強く現われる。しかしこの

2 つの動因は互に関連 し交錯するも のである。たとえば鉄道が

こ う つ う せい

国防にも不可欠であり ， 国際的な定期l航空であっても ， そのいち

じるしい発達とともに社会公共性を~しつつあるが如くである。

したがって両者は確然 と 区別しうるものではなく ， ただそのい

ずれに交通政策としての毘点がおかれているかの問題である。

概していえは川については監管と L づ点が訟は現われ聞に

ついては直接的な保護または補助ということが前回にでてくる。

交通政策のおもな思R姐は 1 交通後日~lの建設 2 その経

営ならびに 3 建設および経営についての統制jに関するもの

亡大別することができる。

l 建設政策 交通話器開の建設ま たは改良が経済上是認され

るためには， これによ ってもたらされる利拾がその孜用を償 う

ようなものでなければならない。ここにL、う利益とは社会的利

益を含めた広い意味のものであ っ て ， これを計数的に見絞るこ

とができない場合が多い。この乙とは交:iill~並 [，)(1の経営が公銘た

ると私営たるとを I llJわず， また有償 ・ i!!\ rîtのいかんを!日]わず妥

当する原 fllJでなければならない。交通信量l其lの建設には，一般に

多額の固定資本を必裂とするから， 一国の資本がi良政されては

ならない。したがって建設に当っては，国土計画的な見地から

ー圏全体として均衡のとれた交通網の設定， 交通駿l対の極1Jiの

決定を，その似性化のl瓜目IJにしたがって行うこと，な らびに交

通の迷路一貫性を確保するための軌悶 ・ 設備などの規僚の統ー

を図ることが軍基Eでゐる。v.営に委した場合には免許によりそ

の建設を規制する裂がある。また国家的補助を行う必裂の生ず

る場合もある。鉄道建設の初期において， 各国がその資本の調

達を容易ならしめ， 月1地の賦与. t也上工事の国家負担を行った

己となどはこの例である。

2 経営政策川経常形態と経営主義交通繊1)(1の経営を

悶家または地方公共閉体によ っ て行うか， または私企業にこれ

を委すかということは， いずれの経営形態によったブJが， より

よく公共性を確保できるかということによって決せられなけれ

ばならなし、。したがってこれは一回の政治的 ・ 経済的事情なら

びに交通話器開の極類によって異なるものであって，続括的に公

営 ・ 私営の優劣を論ずることはできない。ア 道路 ・ 河川 ・ 巡

河 ・ 港汚 ・ 空港のような公開的道路の経営は， その利用が一般

に普遍的であるため公営として， 無償主義または手数料主義に

よるものが多 く ， イ 自動車 ・ 船舶 ・ 航空滋のような公開的通

路上の述送事業は常利主義による私営が多い。ウ 鉄道のよう

な非公開的通路上の:ìill送部業については， 公営 ・ 私~~{の論争が

これに集中されてきたようであるが，今 日 の世界的傾向として

は， 国営化されるとともに， 公共企業休として経営上の自主性

を強調するものが多い。 エ 郵便， 電信， 電話などの通信事業

は国策的見地から国営のものが圧倒的に多い。 (2) 運賃料金政

策不定期自!fOJll i . 不定期l船のように，国内的または図際的競

争の下に，交通サ ー ビスの街援者と供給者との間に側々の矧合

こおいて定められる ， いわゆる自 由連11に対しては， 公的干渉

が加えられる峨合があると して もその程度はきわめて少ない。

これに反し鉄道， 定期自 íflIJJIIのような組織的， 集約的交通磁闘に

おっては，ある程度の1!h占が法律上でも認められ，運賃の設定

に当って， 需要者の窓思もこれに反映するとはいえ ， 交通事業

者の側においてこれを定め，需要者はこれを受諾せざるを得な

い と ころの ， いわゆる表定辺氏である。 したがってその独占性

を利用 してその制定が一方的に陥るおそれがあるから ， 適切な

規制をこれに加えなければならない。それ放に:ìill民政策 と いう

場合には， 主と してこの表定巡貨に対する も のをいうのである 。

運賃に対する要求または条件 と して ， 一般に妥当 ・ 公平 ・ 安

定 ・ 簡明 ・ 公表などがあげられる。これらの要求は， 交通事業




